技術提案書作成要領
（総合評価落札方式）

　技術提案書は、下記を参考に作成するものとする。

記

１　技術提案書の構成

 (1)　技術提案書の構成は、次のとおりとする。　

　　①　提出文書・・・・・・・・・・・・・・・・第１号様式

　　②　業務実施体制・・・・・・・・・・・・・・第２号様式

　　③　予定技術者の経験及び能力・・・・・・・・第３号様式

　　④　企業の実績、能力及び信頼性・・・・・・・第４号様式

　　⑤　業務の実施方針・・・・・・・・・・・・・第５号様式

　　⑥　技術提案・・・・・・・・・・・・・・・・第６号様式

　　（注）発注者は、必要に応じて様式を追加する。また、各様式の「（注）」の記載要領についても必要に応じて加除する。

 (2)　技術提案書のサイズはＡ４とし、(1)の各様式による。

 (3)　技術提案書の内容は、簡潔に記載するものとする。

２　技術提案書の内容

　　作成する技術提案書の内容は、次表及び様式に基づき記載するものとし、該当しない

　事項については記載しない。

	記載事項
	内容に関する留意事項（例：各業務の入札説明書による）

	(1) 業務実施体制


	①　当該業務を担当する予定技術者の氏名、所属・役職、資格及び担当業務の内容を記載する。

    なお、技術資料提出時に配置する管理技術者が特定できない場合は、資格等の要件を満たす複数の候補者を記入することができる。その場合、審査については、各候補者のうち資格等の評価が最も低い者で評価する。

②　管理技術者と照査技術者は、双方を兼ねることはできないものとし、その資格は、次の要件を満たしているものであること。

  ア　技術士法（昭和58年法律第25号）第32条に規定する技術士の登録（森林土木部門、総合技術管理部門（森林土木）の登録に限る。）を受けた者、博士（森林土木に該当する部門）、ＲＣＣＭ（森林部門（森林土木）の登録に限る。）、林業技士（森林土木）のいずれかの資格を有する者
   (ｱ)　学校教育法（昭和22年法律第26号）による大学（同法108条第２項に規定する大学（以下「短期大学」という。）を除く。）又は旧大学令（大正７年勅令第388号）による大学において、林業又は土木に関する課程を修めて卒業した者であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が18年以上ある者

   (ｲ)　短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専　門学校令（明治36年勅令第61号）による専門学校において、林業又は土木に関する課程を修めて卒業した者であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が23年以上ある者

　 (ｳ)　学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令（昭和18年勅令第36号）による中等学校を卒業した者又はこれと同等以上の資格を有する者のうち林業若しくは土木の知識及び技術を有している者であって、卒業（卒業と同等以上の資格を取得した場合を含む。）後、森林土木部門の職務に従事した期間が27年以上ある者　

　

③　資格欄には、当該技術者が保有する資格の種類、部門（選択科目）を記載する。

④　記載様式は、第２号様式とする。

	(2) 予定管理技術者の

経験及び能力


	①　予定管理技術者の氏名、生年月日、所属・役職及び保有する技術者資格を記載する。

　　また、保有する技術者資格を確認できる書類（資格者証等）の写しを添付すること。

②　予定管理技術者の実績

　ア　○○○○年４月１日以降（過去15年度間）に完成した同種業務において、予定管理技術者が管理技術者として従事した実績（契約金額が100万円以上のものに限る。）を最大３件記載する。なお、同種業務に従事した実績はあるが管理技術者として従事した実績がない場合は、照査技術者、担当技術者として従事した実績を記載する。

記載に当たっては、該当する実績のうち、国が発注した業務の実績を最優先し、国が発注した業務の実績がない場合は都道府県が発注した業務の実績を、国及び都道府県が発注した業務の実績がない場合は市町村が発注した業務の実績を、国、都道府県及び市町村が発注した業務の実績がいずれもない場合は民間等が発注した業務の実績を記載すること。

　　　ただし、○○○○年４月１日以降（過去２年度間）に完成した同種業務であって、森林管理局長等（林野庁長官、森林技術総合研修所長、森林管理局長、森林管理署長、森林管理署支署長、森林管理事務所長、治山センター所長及び総合治山事業所長をいう。以下同じ。）が発注した業務の実績については、すべて記載すること。

　イ　同種業務は、入札公告に示す業務とする。

　ウ　記載内容は、業務名、発注機関名、履行場所、契約金額、履行期間、業務概要、業務成績評定点、管理技術者成績評定点及び照査技術者成績評定点（上記の３成績評定点については、森林管理局長等が発注した業務で、成績評定している場合に限る。）とする。

　エ　実績として記載した業務の契約書の写し（業務名、業務概要、履行期間、発注機関、業務内容が確認できる資料（契約図書等で業務内容を確認できる部分）)及び当該業務に従事したことを確認できる資料（発注者に提出している技術者の届出書等の写し等）を提出すること。

　オ　実績として記載した業務が、森林管理局長等が発注した業務であって、成績評定を実施したものである場合には、業務成績評定通知書の写しを提出すること。

　　　ただし、業務成績評定点、管理技術者成績評定点及び照査技術者成績評定点のいずれかが60点未満の場合は、実績として認めない。

③　技術提案書提出時における手持業務は、当該技術者が関係しているすべての業務について記載する。

④　予定管理技術者の継続教育に対する取組み状況を記載する。記載内容は、予定管理技術者の前年度に取得単位数とし、単位取得を証明する書類の写しを提出すること。

⑤　記載様式は、第３号様式とする。

	(3) 企業の実績、能力

及び信頼性

	①　企業の実績及び能力

　ア　森林管理局長等が発注した同種業務のうち、○○○○年４月１日以降（過去２年度間）に完成した業務の実績を記載する。

　イ　同種業務は、入札公告に示す業務とする。

　ウ　記載内容は、業務名、発注機関名、履行場所、契約金額、履行期間、業務概要、業務成績評定点、当該業務の入札価格が低入札価格調査基準価格（予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第85条に規定する基準に基づく価格をいう。以下同じ。）又は品質確保調査基準価格（品質確保の観点から森林管理局長等が定める価格をいう。以下同じ。）を下回ったか否かについてとする。

　エ　実績として記載した業務について、業務成績評定を実施している場合は、該当する業務すべての業務成績評定通知書を提出すること。

②　企業の信頼性

    ○○○○年４月１日以降（過去２年度間）に北海道森林管理局長から受けた指名停止措置の有無を記載する。

　　指名停止措置を受けたことがある場合は、指名停止措置の理由、指名停止期間を記載する。
③　ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組
　次に掲げるいずれかの認定等の取得状況等を記載する。
　ア　女性活躍推進法（平成27年法律第64号）に基づく認定　　　等（えるぼし・プラチナえるぼし認定企業等）※１
　イ　次世代育成支援対策推進法（平成15年法律第120号）　　　に基づく認定（くるみん・プラチナくるみん認定企業）　　　※２
　ウ　若者雇用促進法（昭和45年法律第98号）に基づく認定
　　（ユースエール認定企業）※３
※１　女性活躍推進法第９条又は第12条に基づく認定を受けている企業（第９条に関するものに対しては、労働時間等の働き方に係る基準を満たすものに限る。）、同法第８条に基づく一般事業主行動計画（計画期間が満了していないものに限る。）を策定している企業（常時雇用する労働者の数が300人以下のものに限る。）をいう。
※２　次世代育成支援対策推進法施行規則等の一部を改正する省令（平成29年厚生労働省令第31号）による改正後の認定基準に基づく認定。同省令による改正前の認定基準又は同附則第２条第３項の規定による経過措置に基づく認定。

※３ 若者雇用促進法第15条に基づく認定を取得している企業。

④　記載様式は、第４号様式とする。

	(4) 業務の実施方針

	①　業務目的、内容、調査地域の特性、法令制限等を踏まえ、業務の実施方針を簡潔に記載する。

②　当該業務を実施する際の業務の流れを簡潔に記載する。

③　主な作業について簡易な工程表を作成し、主たる担当技術者の配置について記載する。

④　記載様式は、第５号様式とする。

	(5) 技術提案

　（提案内容の的確性、　　実現性及び独創性）


	①　以下のアからウまでについて、業務の内容や調査の対象となる地域・箇所の特性を踏まえて記載する。

　ア　総合的なコストに関する事項

　　・工事コストの縮減

　　・維持管理費や更新費を含めたライフサイクルコスト等

　イ　工事目的物の性能・機能又は調査の精度に関する事項

　　・工事目的物の初期性能の持続性、耐久性等の性能・機能

　　・調査精度の維持、向上のための取組等

　ウ　社会的要請に関する事項

  　・環境の維持

　　・施工への配慮

　　・特別な安全対策

　　・省資源対策又はリサイクル対策等

②　記載様式は、第６号様式とする。


	
	


３　総合評価落札方式に関する事項

 (1)　評価項目、評価の着目点及び配点（記載例：各業務の入札説明書による）

	評価項目
	評価の着目点
	配点

	≪予定管理技術者の経験及び能力≫

	技術者資格

	予定管理技術者が保有する資格に応じて評価
	５点

	同種業務の実績


	予定管理技術者が過去に従事した同種業務における管理技術者としての従事実績（過去15年度間の実績）及び当該業務の発注機関に応じて評価
	５点



	過去に担当した同種業務の成績

	予定管理技術者が過去に従事した同種業務（北海道森林管理局長及び北海道森林管理局管内の森林管理署長、森林管理署支署長等が発注した業務）における管理技術者成績評定の結果（過去２年度間の平均）に応じて評価
	５点



	技術者の専任性

	予定管理技術者の手持ち業務件数に応じて評価
	５点

	継続教育

	予定管理技術者が受けた継続教育の実績（前年度の取得単位）に応じて評価
	５点



	小　　計
	
	25点

	≪企業の実績、能力及び信頼性≫

	低入札価格調査基準価格等を下回る価格による同種業務の受注実績
(過去２年度間)

	低入札価格調査基準価格又は品質確保基準価格を下回る価格による同種業務の受注実績（北海道森林管理局長及び同局管内に所在する森林管理署長、森林管理署支署長等が発注した業務）に応じて評価
	２点



	過去に受注した同種業務の成績
(過去２年度間)


	同種業務（北海道森林管理局長及び北海道森林管理局管内の森林管理署長、森林管理署支署長等が発注した業務）における企業の業務成績評定の結果（過去２年度間の平均）に応じて評価

	　　５点



	優良表彰業務
(過去10年度間)
災害復旧調査業務
(過去2年度間)
	農林水産大臣又は林野庁長官からの表彰実績あり
北海道森林管理局長からの表彰の実績（過去１０年度間）又は北海道森林管理局管内で発注した災害復旧調査業務の受注実績（過去２年度間）に応じて評価
	２点


	信頼性

	北海道森林管理局長による指名停止措置等の不誠実な行為の事実（過去２年度間の事実）に応じて評価
	（減点評価）

△３点

	ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組
	えるぼし、プラチナえるぼし、一般事業主行動計画の策定、くるみん、プラチナくるみん、ユースエールのいずれかの認定等の取得状況等に応じて評価。
	１点

	賃上げの実施を表明した企業等
	事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以上増加させる旨、従業員に表明していること【大企業】
事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与総額を1.5％以上増加させる旨、従業員に表明していること【中小企業等】
	4点

	小　　計
	
	14点

	≪業務の実施方針≫

	業務理解度【必須】

	業務内容、調査地域の特性等が理解され、実施方針に的確に反映され妥当性が高い場合に優位に評価

	５点

	実施手順の妥当性

【必須】

	前提条件を把握し、必要な検討が行われた上で実施手順が検討されている場合に優位に評価
	５点

	小　　計
	
	10点

	≪技術提案≫

	総合的なコスト

	提案の実現性等が高い場合に優位に評価
	５点

	工事目的物の性能・機能又は調査精度

【必須】
	工事目的物の機能・性能を理解し、現地実態を踏まえた提案となっている場合に優位に評価

	５点



	社会的要請

	施工箇所の位置付けを理解し、社会的要請を踏まえた提案となっている場合に優位に評価
	５点



	小　　計
	
	15点

	評価点の合計
	
	64点

	
	
	

	技術点の合計

	
	　　60点


　注）過去○年度間は、前年度３月３１日以前の○年間をいう。
 (2)　総合評価の方法等

　　ア　技術等に対する得点は、評価項目ごとに与えられる評価点の合計を64で除し、60を乗じて得た点数とする。

　　イ　入札価格に対する得点は、入札価格を予定価格で除して得た数値を一から減じて得た値に入札価格に対する得点配分（60点／30点／20点）を乗じて得た値とする。

　　　　入札価格に対する得点 ＝ 価格に対する得点配分 ×（１－入札価格／予定価格）

ウ　総合評価は、入札者の申込みに係るアとイの合計点による「評価値」をもって行う。

評価値 ＝ 技術等に対する得点 ＋ 入札価格に対する得点

 (3) 落札者の決定方法

　　ア  入札参加者の「評価値」の最も高い者を落札者とする。

　　　　なお、落札の条件は、次のとおりとする。

　　　①　入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。

　　　②　技術提案の審査の結果、必須の評価項目がいずれも無得点でないこと。

　　イ　上記アにおいて、「評価値」の最も高い者が２者以上ある場合は、くじで落札者を決定する。

　(4) 責任の所在等

　　ア　契約担当官等が技術提案を適正と認めることにより、設計図書において実施方針　　　等を指定しない部分の業務に関する業者の責任が軽減されるものではない。

　　イ　技術等に関わる提案が履行できなかった場合で、再度実施が困難であり、又は合理的でないときは、契約金額の減額、損害賠償請求等を行う。

　　ウ　業務完成後の検査の際に、提案の履行状況が請負者の責により満足できない場合　　　には、満足できない評価項目ごとに、業務成績評定の点数を３点ずつ減ずることと　　　する。

第１号様式

○○○年○○月○○日

　（分任）支出負担行為担当官

　　　○○森林管理局（署）長　殿

住　所　〒○○○－○○○○　　　　　　　　

北海道○○市○○　　　　　　　　

代表者　○○○○株式会社　　　　　　　　　

代表取締役　○○　○○　　　　　　

技術提案書の提出について

　○○○年○○月○○日付けで公告のありました○○○○業務を受注したいので、下記の技術提案書等の関係資料を提出します。

　なお、予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当する者でないこと及び技術提案書の内容が事実と相違ないことを誓約します。

記

１　業務実施体制

２　予定管理技術者の経験及び能力

（添付書類）

・予定管理技術者が保有する資格を確認できる書類（資格者証等）の写し

・実績として記載した業務の契約書等の写し

・実績として記載した業務に従事したことが確認できる書類（発注者に提出している技術者の届出書等）の写し

・実績として記載した業務の業務成績評定通知書の写し［該当する場合のみ］

・予定管理技術者の前年度における継続教育の取得単位を証明する書類の写し

３　企業の実績、能力及び信頼性

（添付書類）

・実績として記載した業務の業務成績評定通知書の写し［該当する場合のみ］

４　業務の実施方針

５  技術提案

                                      　 担当者名：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　役職：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　メールアドレス：

第２号様式

業務実施体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称：○○○○株式会社

	   　　　

	予定技術者の氏名
	所属・役職
	資　格
	担当業務の内容

	管理技術者


	　eq \o\ad(\s\up10(ふりがな),○○　○○)

	
	
	

	照査技術者


	  eq \o\ad(\s\up10(ふりがな),○○　○○)

	
	
	

	担当技術者


	  eq \o\ad(\s\up10(ふりがな),○○　○○)

	
	
	

	
	  eq \o\ad(\s\up10(ふりがな),○○　○○)

	
	
	

	
	  eq \o\ad(\s\up10(ふりがな),○○　○○)

	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１．予定技術者名には「ふりがな」を付すこと。

２．資格は、その種類、部門（選択科目）を記載すること。

３．予定技術者が保有する資格を確認できる書類（資格者証等）の写しを添付すること。

第３号様式
予定管理技術者の経験及び能力
商号又は名称：○○○○株式会社　
	 氏名
	
	 生年月日
	

	所属・役職
	

	 保有する技術者資格（資格の種類、部門（選択科目）、登録番号、取得年月日）

	

	 過去15年度間の同種業務における技術者としての従事実績　　　計○○件

	従事技術者
の別
	管理技術者
	管理技術者
	管理技術者
	照査技術者
	担当技術者

	業務名
	
	
	
	
	

	発注機関名
	
	
	
	
	

	施工場所
	
	
	
	
	

	履行期間
	
	
	
	
	

	契約金額
	
	
	
	
	

	業務概要
	
	
	
	
	

	業務成績

評定点
	
	
	
	
	

	管理技術者

成績評定点
	
	
	
	
	

	照査技術者

成績評定点
	
	
	
	
	

	 継続教育に対する取組み状況（前年度の取得単位）

	 森林分野の取得単位：○○CPDﾎﾟｲﾝﾄ
	 森林分野以外の分野の取得単位：○○CPDﾎﾟｲﾝﾄ

	 手持ち業務の状況（○○○年○○月○○日現在）

	業務名
	発注機関名
	履行場所
	履行期間
	契約金額

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	
	
	
	
	円

	計
	○○件
	円


注１　保有する技術者資格
　　・　予定技術管理者が保有する資格を確認できる書類（資格者証等）を添付すること。
注２　過去15年度間の同種業務における技術者としての従事実績
　　・　前年度から起算して過去15年度間に完成した同種業務において、予定管理技術者が管理技術者として従事した業務の実績（契約金額が１百万円以上のものに限る。）を最大３件記載する。（記載の優先順位は、発注者が国、都道府県、市町村、民間等の順とする。）なお、同種業務に従事した実績はあるが管理技術者として従事した実績がない場合は、照査技術者、担当技術者として従事した実績を記載する。
　　　　ただし、前年度から起算して過去２年度間に完成した同種業務であって、北海道森林管理局長及び北海道森林管理局管内の森林管理署長、森林管理署支署長等（以下「北海道森林監理局長等」という。）のいずれかが発注した業務の実績については、すべて記載すること。
　　・　「業務成績評定点」及び「管理技術者成績評定点」には、実績として記載する業務が、森林管理局長等のいずれかが発注した業務であって、業務成績評定を実施している場合に記載すること。
　　　　ただし、業務成績評定点、管理技術者成績評定点及び照査技術者成績評定点のいずれかが60点未満の場合は、実績として認めない。
　　・　実績として記載した業務の契約書の写し（業務名、履行期間、発注機関、業務内容が確認できる資料（契約図書等で業務内容が確認できる部分）)及び当該業務に従事したことが確認できる資料（発注者に提出している技術者の届出書等の写し等）を添付すること。
　　・　実績として記載した業務が、森林管理局長等が発注したものであって、業務成績評定を実施している場合は、注３の資料のほかに、業務成績評定通知書の写しを添付すること。
注３　継続教育に対する取組み状況
　　・　前年度における予定管理技術者の取得単位を証明する資料の写しを添付すること。
注４　手持ち業務の状況
　　・　技術提案書提出時において、予定管理技術者が管理技術者として従事している契約金額が１千万円以上の業務すべてについて記載すること。
第４号様式
企業の実績、能力及び信頼性
商号又は名称：○○○○株式会社　
	 １　過去２年度間の森林管理局長等が発注した同種業務の受注実績

	業 務 名

	
	
	
	

	発注機関


	
	
	
	

	履行場所


	
	
	
	

	履行期間


	
	
	
	

	契約金額


	
	
	
	

	業務概要


	
	
	
	

	業務成績

評定点
	
	
	
	

	低入札価格調査基準価格
又は品質確保基準価格を
下回る入札の該当
	有　・　無


	有　・　無


	有　・　無


	有　・　無



	２　過去１０年度間の優良業務表彰又は過去２年度間の災害復旧調査業務受注実績の有無

	   優良表彰業務の有無　　有　・　無
　（有の場合）　表彰年度　　長官(局長)表彰　　業務名
　 災害復旧調査業務受注実績の有無　　有　・　無
　（有の場合）　業務名

	３　過去２年度間の指名停止措置

	   北海道森林管理局長による指名停止措置　　有　・　無
　（有の場合）　指名停止措置の理由：
　　　　　　　　指名停止期間：○○○年○○月～○○○年○○月○○日

	

	４　ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組

	   えるぼし、プラチナえるぼし、【大企業一般事業主行動計画の策定、くるみん、プラチナくるみん、ユースエールのいずれかの認定等の取組　　有　・　無
　（有の場合）　【　】えるぼし１段階目　　【　】えるぼし２段階目　　【　】えるぼし３段階目
　　　　　　　　【　】プラチナえるぼし　　【　】一般事業主行動計画の策定
　　　　　　　　【　】くるみん　　【　】プラチナくるみん　　【　】ユースエール認定
　５　賃上げの実施を表明した企業に関する事項

	

	　　　加点希望の有無　有　・　無　　　


注１　過去２年度間の森林管理局長等が発注した同種業務の受注実績
　　・　北海道森林管理局長及び北海道森林管理局管内の森林管理署長、森林管理署支署長等のいずれかが発注した同種業務のうち、前年度から起算して過去２年度間に完成した業務すべての実績を記載すること。
　　・　「業務成績評定点」には、業務成績評定を実施している場合にのみ記載することとし、その業務成績評定通知書の写しを添付すること。
注２　過去１０年度間の優良業務表彰又は過去２年度間の災害復旧調査業務受注実績の有無
·  森林土木工事に係わる業務について、国有林、民有林問わず農林水産大臣、林野庁長官及び北海道森林管理局長からの表彰を受けている場合は、当該業務の表彰が確認できる書類（賞状等）の写しを添付すること。又は、北海道森林管理局管内で発注した、災害復旧調査業務の受注実績がある場合は、当該業務の受注が確認できる書類（契約書等）の写しを添付すること。
注３　過去２年度間の指名停止措置
　　・　前年度から起算して過去２年度間に北海道森林管理局長から指名停止措置を受けたことがある場合は、その理由及び指名停止期間を記載すること。
注４　ワーク・ライフ・バランス等の推進の取組
　　・　認定等の取得がある場合、該当するすべての項目【　】内に○を付すこと。
　　・　それぞれの認定等を証明する書類（認定通知書、一般事業主行動計画策定・変更届）の写しを添付すること。
　　・　一般事業主行動計画については、当該計画（計画期間が満了していないものに限る）の策定・届出をしており、かつ、常時雇用する労働者が300人以下であること。
注５　賃上げの実施を表明し加点を希望する場合
· 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与等受給者一人当たりの平均受給額を３％以
上増加させる旨、従業員に表明していること(様式１)。【大企業】
· 事業年度又は暦年において、対前年度又は前年比で給与等受給者一人当たりの平均受給額を１.５％
以上増加させる旨、従業員に表明していること(様式１)。【中小企業等】
· 中小企業等については、表明書とあわせて直近の事業年度の「法人税申告書」を提出すること。
（様式１の１）                                                    　　【大企業用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与等受給者一人当たりの平均受給額を対前年度（又は対前年）増加率３％以上とすることを表明いたします。
　
　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者から説明を受けました。
　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
（様式１の２）                                                    　【中小企業等用】
従業員への賃金引上げ計画の表明書
当社は、○年度（令和○年○月○日から令和○年○月○日までの当社事業年度）（又は○年（令和○年１月１日から令和○年12月31日））において、給与総額を対前年度（又は対前年）増加率1.5％以上とすることを表明いたします。
　
　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　（住所を記載）
　代表者氏名　○○　○○　　
　上記の内容について、我々従業員は、○年○月○日に、○○○という方法によって、代表者から説明を受けました。
　年　　月　　日
　株式会社○○○○
　従業員代表　　　　　　　　　　氏名　○○　○○　　印
　給与又は経理担当者　　　　　　氏名　○○　○○　　印
（留意事項）
１　この「従業員への賃金引上げ計画の表明書」は大企業と中小企業等で記載内容が異なります。
貴社がどちらに該当するかは、以下により判断いただき、いずれかの記載をしてください。
大企業：中小企業等以外の者をいう。
中小企業等：法人税法第66条第２項又は第３項に該当する者をいう。
ただし、同条第６項に該当する者は除く。
２　事業年度により賃上げを表明した場合には、当該事業年度の「法人事業概況説明書」を当該事業年度終了月の翌々月末までに契約担当官等に提出してください。
なお、法人事業概況説明書を作成しない者においては、税務申告のために作成する類似の書類（事業活動収支計算書）等の賃金支払額を確認できる書類を提出してください。
３　暦年により賃上げを表明した場合においては、当該年の「給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表」を翌年の１月末までに契約担当官等に提出してください。
４　上記２若しくは３の提出書類を確認し、表明書に記載した賃上げを実行していない場合、本制度の趣旨を意図的に逸脱していると判断された場合又は上記２若しくは３の確認書類を期限までに提出しない場合においては、当該事実が判明した以降の総合評価落札方式による入札に参加する場合、加算点又は技術点を減点するものとします。
５　上記４による減点措置については、減点措置開始日から１年間に入札公告が行われる調達に参加する場合に行われることとなる。ただし、減点事由の判明の時期により減点措置開始時期が異なるため、減点措置開始時に当該事由を確認した契約担当官等から適宜の方法で通知します。
第５号様式

業務の実施方針等

商号又は名称：○○○○株式会社

１　実施方針　　　　　　　　　　　　　　　　２　実施手順

　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　
 注　業務目的、内容、調査地域の特徴、保安林に   注　本業務を実施する際の流れを簡潔に記載
   おける制限等を踏まえて簡潔に記載する。　　　　する。
３　工程計画
	
	業　務　工　程
	備　考



	
	    月
	    月
	    月
	    月
	    月
	    月
	

	1.準備計画
	
	
	
	
	
	
	

	2.現地調査
	
	
	
	
	
	
	

	3.○○の検討
	
	
	
	
	
	
	

	4.○○の検討
	
	
	
	
	
	
	

	5.○○計画作成
	
	
	
	
	
	
	

	6.報告書作成
	
	
	
	
	
	
	

	7.業務打合せ
	
	
	
	
	
	
	


　注１　検討項目は、業務の内容等に応じて適宜選定する。
　注２　各検討項目の主たる担当技術者名を業務工程又は備考欄に記載する。
第６号様式

技　術　提　案

商号又は名称：○○○○株式会社　

	①　総合的なコストに関する事項
②　工事目的物の性能・機能又は調査の精度に関する事項
　　（工事目的物の性能・機能、調査の精度）
③　社会的要請に関する事項
　　（環境の維持、施工への配慮、特別な安全対策、省資源・リサイクル対策）
　　　　　　



	


 注１　具体的な技術提案について、技術提案書作成要領の評価の着目点に留意し記載すること。
 注２　１の技術提案は、具体的かつ簡潔に記載することとし、Ａ４版２枚以内（写真等を含む。）にまとめること。なお、別紙又は資料の添付は、認めないが、提案内容に応じ不可欠な場合は、事前に発注者の了解を得た場合に限り可とする。
（業務フロー図等）








